
1令和３年７月５日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

令和 ３ 年 ７ 月 ５ 日（月曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 ４５ 　号）

　　　　規　　　則
○石川県税条例施行規則の一部を改正する規則

 （税　務　課）　１

○半島振興対策実施地域における県税の課税の特例に関

　する条例施行規則及び地域経済牽引事業の促進のため

　の県税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改

　正する規則 （　　同　　）　７

○過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特

　例に関する条例施行規則 （　　同　　）　７

　　　　訓　　　令
○石川県税事務取扱規程の一部改正 （税　務　課）　24

○石川県税犯則事件事務取扱規程の一部改正

 （　　同　　）　24

　
石 川県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　 　
令 和三年七月五日

 石 川県知事

　 　
谷

　 　
本

　 　
正

　 　
憲

　

石 川県規則第二十六号

　 　　
石 川県税条例施行規則の一部を改正する規則

　
石 川県税条例施行規則（昭和三十三年石川県規則第十四号）の一部を次のように改正する。

　
第 十六条の二中「第七十条第二項」を「第七十条第三項」に改める。

　
第 七 十 条 第 二 項 中 「第 六 十 九 号 の 三 様 式 」 を 「第 六 十 九 号 の 四 様 式 」 に 改 め 、同 項 を 同 条 第 三 項 と し 、同 条 第 一 項

中 「条 例 第 百 四 十 四 条 の 十 三 第 一 項 の 規 定 に よ つ て 種 別 割 に 係 る 納 税 証 明 書 の 交 付 の 申 請 」 を 「前 項 の 交 付 申 請 書 の

提 出」に 、「 第六十九号様式」を 「 第六十九号の二様式」に 、「 第六十九号の二様式」を 「 第六十九号の三様式」に 改め、

同 項を同条第二項とし、同条に第一項として次の一項を加える。

　

 

　
条 例 第 百 四 十 四 条 の 十 三 第 一 項 の 規 定 に よ り 種 別 割 に 係 る 証 明 書 の 交 付 を 申 請 し よ う と す る 者 は 、第 六 十 九 号 様

式 による自動車税（種別割）納税証明書交付申請書を提出しなければならない。

　
石 川県税条例施行規則様式目次中

「 第二号様式

　 　　　　　　　　　
納 税証明書交付申請書

　 　　　　　　　　　　　　　　　
第 七条の二」を

「 第二号様式（その一）

　 　　　　
納 税証明書交付申請書

　 　　　　　　　　　　　　　　　
第 七条の二

　
に 、

　
第 二号様式（その二）

　 　　　　
納 税証明書交付申請書（競争入札参加資格審査申請用）

　
第 七条の二」

「 第六十九号様式（その一）

　 　　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号様式（その二）

　 　　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号様式（その三）

　 　　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号の二様式

　 　　　　　
自 動車税に係る証明印

　 　　　　　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
を

　
第 六十九号の三様式（その一）

　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号の三様式（その二）

　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号の三様式（その三）

　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条」

目　　　　　　　　　　　次

規　　　　　　　　則
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「 第六十九号様式

　 　　　　　　　
自 動車税（種別割）納税証明書交付申請書

　 　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号の二様式（その一）

　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号の二様式（その二）

　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号の三様式

　 　　　　　
自 動車税に係る証明印

　 　　　　　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
に 改める。

　
第 六十九号の四様式（その一）

　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号の四様式（その二）

　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条

　
第 六十九号の四様式（その三）

　
自 動車税（種別割）納税証明書

　 　　　　　　　　　　　
第 七十条」

　
第 二号様式を次のように改める。
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第２号様式（その１）

 申請書受付整理番号（県使用欄）　第　　　　　　　　　　　号

納税証明書交付申請書

　石　川　県　知　事
　石川県　　　　　　　　　　　　事務所長

　様 　年　　月　　日

　次のとおり納税証明書の交付を申請します。

□代理人への委任（納税義務者以外の方が申請・受領する場合に☑）

　次の者を代理人と定め、納税証明書の交付申請及び受領

に関する権限を委任します。

【納税義務者】
法人番号

（13桁）
（個人の場合「法人番号（13桁）」欄は記載不要です）

  住所（本店又は主たる事務所の所在地）

  氏名（法人の名称・代表者の職氏名）

日中連絡可能な電話番号：　　　　－　　　　－

（電話確認させていただく場合があります）

【代理人】（代理人の本人確認書類の内容を記載ください）
　　　　　　 （納税義務者以外の方が申請・受領する場合に記載）

　住所

　氏名

日中連絡可能な電話番号：　　　　－　　　　－

＜受領に関する特記事項＞（上記と別の方が受領する場合等に記載）

１　納税証明書の通数及び納税証明事項の件数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通　　　　　　　　件

２　納税証明書の使用目的（該当する欄に ☑ を付けてください）

使　　　　　用　　　　　目　　　　　的

入札参加資格申請 公益法人の認定申請・事業報告 その他（使用目的を記載ください）

資金の借入れ 自動車の所有権解除

建設業許可申請・決算報告（変更届） 酒類の製造販売等の許可申請

３　証明する税目と内容（該当する欄に ☑ を付けてください）

税　　　目 証明を請求する年度・期別等 税　　　目 証明を請求する内容

法 人 県 民 税 事業年度　　 年　　月　　日～　　 年　　月　　日 県税全般 滞納がないこと

法 人 事 業 税 事業年度　　 年　　月　　日～　　 年　　月　　日
県税全般

滞納処分を受けたことが
ないこと（　　　　年間）個 人 事 業 税 所得年　　　　　　　　　　年

自動車税（種別割） 登録番号　石 ･ 石川 ･ 金沢　　　　　　　　　　　　　　　課税年度　　　　　年度

　 税

※法人事業税には特別法人事業税又は地方法人特別税を含みます。

年度 一 般 会 計   ４　証紙貼付欄　　　　　　　　　　　　　　　　※現金の場合の領収印欄

科　　　　　　　　　目

　この欄に石川県証紙を

貼り付け、欄が不足する

ときは裏面を利用してく

ださい。

　石川県証紙は本県指定

金融機関本支店のほか証

紙売りさばき人からお求

めください。

　また、貼り付けた証紙

は自己の印章等で割印し

ないでください。

款 項 目 節 附記

金 額 ￥

納 入 理 由 納税証明書交付手数料

備考　申請に必要な添付書類等　※⑶の場合を除き、本人確認書類が必要です。写しを取らせていただきます。

　⑴【納税義務者本人・法人代表者が窓口で申請する場合】（個人）次の①のみ　（法人代表者）次の①～②すべて

　　①　納税義務者本人・法人代表者の顔写真付き公的身分証明書等（運転免許証等）

　　②　（法人の場合）納税義務者名（法人名）が刻印された登録済印鑑等の押印又は代表者が確認できる公的書類の写し等の添付

　⑵【代理人（家族・代表者以外の役員・従業員・行政書士等）が窓口で申請・受領する場合】次の①～③すべて

　　①　委任状（「代理人への委任」欄に ☑ を付けたうえで、「代理人」欄に記載するか任意様式の委任状を添付してください）

　　② 　納税義務者名が刻印された登録済印鑑等の押印、納税義務者本人・法人宛の本県納税通知書（発付１年以内）の写し等

の添付又は（個人の場合）納税義務者本人の顔写真付き公的身分証明書等の写しの添付

　　③　代理人の顔写真付き公的身分証明書等（代理人の場合は行政書士証票等でも可）

　⑶【郵送等により申請し、納税証明書を本県登録住所（納税通知書宛先等）に郵送する場合】

　　　　返信用封筒（郵便切手貼付済）

　⑷【郵送等により申請し、納税証明書を本県登録住所以外に郵送する場合（郵送先を代理人として記載）】次の①～②すべて

　　①　返信用封筒（郵便切手貼付済）

　　②　「⑵代理人が窓口で申請・受領する場合」の添付書類（⑵①～③（③は写し））

本人確認（県使用欄・申請者は記載しないでください）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□郵送等申請　確認者：

　納税義務者　□運転免許証　□個人番号カード（表面のみ）　□その他（　　　　　　　　　）　□社名入り代表者印等

　代　理　人　□運転免許証　□個人番号カード（表面のみ）　□行政書士証票　　□補助者証　　□その他（　　　　　　　）

　　　　　　　□社員証　　　　　　　　　　　　　　　　　  （登録番号　　　　　　）
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第 二号様式（その一）の次に次の一様式を加える。

第２号様式（その２）

納 税 証 明 書 交 付 申 請 書
（競争入札参加資格審査申請用）

　　石　川　県　知　事
様

　　石川県　　　　　　　事務所長

 年　　月　　日

住　所

（所在地）

（フリガナ）

氏 名 又は

法人名及び

代表者氏名
　

生年月日

電話番号

※ 未納の税額がないことの証明については、他の証明書類にて対応させていただく場

合がございますのでご了承ください。

※ 特に、郵送で請求される場合は、未納の税額がないことの証明の対応の可否、手数

料の金額及び支払方法等について、請求前に担当部署にご確認ください。

　　下記のとおり、競争入札参加資格審査申請のため納税証明書の交付を申請します。

記

証 明 書 の

種 類
☐ 納税証明（都道府県） ☐ 納税証明（市区町村）

☐未納の税額がない証明

（都道府県・市区町村）

☐滞納処分を受けたことがない証明

（都道府県・市区町村）

証明を受け

ようとする

税目

（該当する税目に

レ点を記入して

ください）

☐　法人都道府県民税
☐　法人事業税及び

　　特別法人事業税
☐　個人事業税
☐　自動車税（種別割）
☐　固定資産税・都市計画税

　　（土地家屋）（東京都23区）
☐　固定資産税（償却資産）

　　（東京都23区）
☐　その他（　　　　　　　　）

☐　個人市区町村民税及び

　　個人都道府県民税
☐　法人市町村民税
☐　固定資産税・都市計画税
☐　軽自動車税（種別割）
☐　国民健康保険税
☐　その他（　　　　　　　　）

証明を受け

ようとする

地方税等の

年度

年度分

自　　年　　月　　日

至　　年　　月　　日 年度分

自　　年　　月　　日

至　　年　　月　　日

年度分

自　　年　　月　　日

至　　年　　月　　日 年度分

自　　年　　月　　日

至　　年　　月　　日

年度分

自　　年　　月　　日

至　　年　　月　　日 年度分

自　　年　　月　　日

至　　年　　月　　日

証明を受け

ようとする

事項

・納付すべき税額

・納付済額

・未納税額

・納付すべき税額

・納付済額

・未納税額

未納の税額がないこと 次の期間について、滞納処分

を受けたことがないこと

自　　年　　月　　日

至　　年　　月　　日

証 明 書 の

申 請 枚 数

　　　　　　

枚

　　　　　　

枚

　　　　

枚

　　　　　

枚

備　考

（その他）

　※担当部署記載欄

納税証明（都道府県） 税目数 年度 枚 円 合計

〔内現金　　 　 円〕

円

確認者 領収担当者印

（サイン）
納税証明（市区町村） 税目数 年度 枚 円

未納の税額がない証明 枚 円

滞納処分を受けたことがない証明 枚 円

□ 本人確認

本人確認書類

□　個人番号カード　　□　運転免許証　　□　旅券（パスポート）　□　その他（　　　　　　　　　　 　）

□　官公庁発行の身分・資格証明書（顔写真付）〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

確認者

　 【代理人記入欄】

　 代理人の方のみ記入してください。

　 住所

　 氏名

　 生年月日

　 電話番号

　 納税者との関係

⎭
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

⎩
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎧

※代理人の方が請求される場合は委任状が必要な場合があります。
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第 五号様式（その三の二）（ 裏）中「第63条 」 を「第68条 」 に改める。

　
第 八号様式（その一）、 第八号様式（その二）及び第八号様式（その三）中「（収納取扱金融機関名 ） 」 を削る。

　
第 十 五 号 様 式 （表 ） 中 「殿 」 を 「様 」 に 改 め 、
「市町名

　 　　　　を 削 り 、「から 」 を 「ので 」 に 改 め 、「 （収納取扱
 

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

収入役

　

印 」

機関名 ） 」 を削り、「石川県

　　　

事務所出納員 」 を「石川県総務部税務課出納員 」 に改める。

　第 二十六号の六様式（その一）中
「

　

捜索を受けた者との関係

　 　　　　を
「

　

捜索を受けた者との関係

　 　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　

㊞ 」

　 　 　 　　　　　　　　　　　 　

 」

に 改める。

　第 二十六号の六様式（その二）中
「

　

　

滞納者との関係

　　

　 　　　　　　　　を 　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　

㊞ 」

　「

　

　

滞納者との関係

　　

　 　　　　　　　　に 、
「

　

第三債務者との関係

　　

　 　　　　　　　を

　 　 　　　　　　　　　 　　　　　　　
」

　 　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　

㊞ 」

　「

　

第三債務者との関係

　 　　　　　　　　　に 改める。　

　 　 　　　　　　　　　 　　　　　　　
」

　

　
第 二十六号の六様式（その三）中「㊞ 」 を削る。

　第 二十六号の六様式（その四）中
「

　

　

滞納者との関係

　　
　 　　　　　　　　を 　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　

㊞ 」

　「

　

　

滞納者との関係

　　

　 　　　　　　　　に 、
「

　

第三債務者との関係

　　

　 　　　　　　　を

　 　 　　　　　　　　　 　　　　　　　
」

　 　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　

㊞ 」

　「

　

第三債務者との関係

　 　　　　　　　　　に 改める。　

　 　 　　　　　　　　　 　　　　　　　
」

　

　
第 二十六号の六様式（その五）中「㊞ 」 を削る。

　第 二十六号の十二様式中
「

　

滞納者 と の 関 係

　　

　 　　　　　　　を 　

　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　

㊞ 」

　「

　

滞 納 者 と の 関 係

　　

　 　　　　　　　に 、
「

　

第三債務者との関係

　　

　 　　　　　　　を

　 　 　　　　　　　　　 　　　　　　　
」

　 　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　

㊞ 」

　「

　

第三債務者との関係

　 　　　　　　　　　に 改める。　

　 　 　　　　　　　　　 　　　　　　　
」

　

　
第 二十六号の十四様式及び第二十六号の十五様式中「㊞ 」 を削る。

　
第 二十六号の十七様式中「立会人 （

　 　　　
）

　 　　　　　　

㊞ 」 を 「立会人 （

　 　　　
）

　 　　　　　　　
」 に 、

「差押財産占有調書謄本 （次の保管者あて ）を受領しました｡

　 　　　　　　を 　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㊞ 」

「差押財産占有調書謄本 （次の保管者あて ）を受領しました｡

　 　　　　　　 に 改める。

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
」

　
第 二十六号の十八様式（その一）中「（滞納者との関係 ）

　 　　　　　

㊞ 」 を

「 （滞納者との関係 ）

　 　　　　　　
」 に、「 （第三債務者との関係 ）

　 　　　　

㊞ 」 を

「 （第三債務者との関係 ）

　 　　　　　
」 に改める。

　第 二十六号の十八様式（その二）中「殿 」 を「様 」 に、
「支店長

　 　　　を
「支店長

　 　　　に 改める。　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

営業所長

　

印 」

　 　

営業所長

　 　
」

　 第 二十六号の二十八様式（その三）中
「支店長

　 　　　を
「支店長

　 　　　に 改める。　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

営業所長

　

印 」

　 　

営業所長

　 　
」

　
第 二 十 六 号 の 二 十 九 様 式 中 「殿 」 を 「様 」 に 、「執行機関

　 　　　　　

印 」 を 「執行機関

　 　　　　　　
」 に 改 め 、

同 様式備考２中「署名 （記名を含む｡ ）押印のうえ 」 を削る。

　
第 二 十 六 号 の 三 十 二 様 式 中 「立会人 （

　 　　　　　　　　
）

　 　　　　　

㊞ 」 を 「立会人 （

　 　　　　　　　　
）

　

　 　　　　　
」 に 、「年

　　　

月

　　　

日

　 　　　　　　　　　

㊞ 」 を 「年

　　　

月

　　　

日

　 　　　　　　　　　　
」

に 改める。

　
第 二十六号の五十二様式（その一）中「㊞ 」 を削る。

　
第 二十六号の五十二様式（その二）中



6 令和３年７月５日（月曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報
「上記の捜索に立ち合い捜索調書謄本を受領しました｡

　 　　　　　　　　　を

　 　　　　
（

　 　　　　　　　
）

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㊞ 」

「上記の捜索に立ち合い捜索調書謄本を受領しました｡

　 　　　　　　　　　に 、

　 　　　　
（

　 　　　　　　　
）

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
」

「捜索調書謄本 （捜索を受けた者あて ）を受領しました｡

　 　　　　　　　　を

　 　　　　
（

　 　　　　　　　
）

　 　　

年

　　

月

　　

日

　 　　　　　　　　

㊞ 」

「捜索調書謄本 （捜索を受けた者あて ）を受領しました｡

　 　　　　　　　　に 改める。

　 　　　　
（

　 　　　　　　　
）

　 　　

年

　　

月

　　

日

　 　　　　　　　　　
」

　
第 二十六号の五十二様式（その三）中「㊞ 」 を削る。

　
第 二十九号様式中「（収納取扱金融機関名 ） 」 を削る。

　
第 六 十 九 号 の 三 様 式 （そ の 三 ） を 第 六 十 九 号 の 四 様 式 （そ の 三 ） と し 、第 六 十 九 号 の 三 様 式 （そ の 二 ） を 第 六 十 九

号 の 四 様 式 （そ の 二 ） と し 、第 六 十 九 号 の 三 様 式 （そ の 一 ） を 第 六 十 九 号 の 四 様 式 （そ の 一 ） と し 、第 六 十 九 号 の 二

様 式 を 第 六 十 九 号 の 三 様 式 と し 、第 六 十 九 号 様 式 （そ の 三 ） を 削 り 、第 六 十 九 号 様 式 （そ の 二 ） を 第 六 十 九 号 の 二 様

式 （そ の 二 ） と し 、第 六 十 九 号 様 式 （そ の 一 ） を 第 六 十 九 号 の 二 様 式 （そ の 一 ） と し 、第 六 十 八 号 の 四 様 式 の 次 に 次

の 一様式を加える。

第69号様式

申 請 書 受 付

整 理 番 号
第　　　　　　　号

自動車税（種別割）納税証明書交付申請書

継 続 検 査 用

（構造等変更検査用）
住 所 又 は 所 在 地

氏 名 又 は 名 称

登 録

番 号

石

石川

金沢

 

車台番号

下４桁

　自動車の継続検査等の申請に使用したいので、上記自動車に係る自動車税（種別割）について、滞納がないこ

とを証明してください。

（受付印） 摘 要

備考　申請される自動車の車検証に記載されている車台番号の下４桁を記入してください。
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附

　
則

（ 施行期日等）

１

　
こ の規則は、公布の日から施行し、令和三年四月一日から適用する。

（ 経過措置）

２  

　
改 正 前 の 石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 の 規 定 に 基 づ い て 作 成 し た 用 紙 は 、な お 当 分 の 間 、所 要 の 調 整 を し て 使 用 す る こ

と ができる。

　
半 島 振 興 対 策 実 施 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 及 び 地 域 経 済 牽 引 事 業 の 促 進 の た め の 県 税

の 課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　 　
令 和三年七月五日

 石 川県知事

　 　
谷

　 　
本

　 　
正

　 　
憲

　

石 川県規則第二十七号

　 　　
半 島振興対策実施地域における県税の課税の特例に関する条例施行規則及び地域経済牽引事業の促進の

　 　　
た めの県税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則

（ 半島振興対策実施地域における県税の課税の特例に関する条例施行規則の一部改正）

第  一 条

　
半 島 振 興 対 策 実 施 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （昭 和 六 十 一 年 石 川 県 規 則 第 四 十 九

号 ）の一部を次のように改正する。

　

 

　
第 二 条 第 一 項 第 一 号 及 び 別 記 様 式 第 一 号 備 考 ５ ⑴ 中 「製造事業用 」 を 「半島振興法 （昭和60年法律第63号 ）第17

条各号に掲げる事業用 」 に改める。

（ 地域経済牽引事業の促進のための県税の課税の特例に関する条例施行規則の一部改正）

第  二 条

　
地 域 経 済 牽 引 事 業 の 促 進 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （平 成 二 十 年 石 川 県 規 則 第 三 十 一

号 ）の一部を次のように改正する。

　 　
別 記様式第一号（裏）備考２⑷中「第24条 」 を「第25条 」 に改める。

　 　　
附

　
則

（ 施行期日等）

１  

　
こ の規則は、公布の日から施行する。

２  

　
第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 半 島 振 興 対 策 実 施 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 第 二 条 の 規

定 は 、令 和 三 年 四 月 一 日 以 後 に 新 設 さ れ 、又 は 増 設 さ れ る 施 設 又 は 設 備 に つ い て 適 用 し 、同 日 前 に 新 設 さ れ 、又 は

増 設された施設又は設備については、なお従前の例による。

（ 経過措置）

３  

　
改 正 前 の そ れ ぞ れ の 規 則 の 規 定 に 基 づ い て 作 成 し た 用 紙 は 、な お 当 分 の 間 、所 要 の 調 整 を し て 使 用 す る こ と が で

き る。

　
過 疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例施行規則をここに公布する。

　 　
令 和三年七月五日

 石 川県知事

　 　
谷

　 　
本

　 　
正

　 　
憲

　

石 川県規則第二十八号

　 　　
過 疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例施行規則

（ 趣旨）

第  一 条

　
こ の 規 則 は 、過 疎 地 域 の 持 続 的 発 展 の 支 援 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 （令 和 三 年 石 川 県 条 例 第

二 十七号。以下「条例」という。） の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（ 課税免除の対象となる旅館業）

第  二 条

　
条 例 第 二 条 第 一 項 の 規 則 で 定 め る 旅 館 業 は 、旅 館 業 法 （昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 三 十 八 号 ） 第 二 条 に 規 定 す る

旅 館 ・ホ テ ル 営 業 及 び 簡 易 宿 所 営 業 （こ れ ら の 事 業 の う ち 風 俗 営 業 等 の 規 制 及 び 業 務 の 適 正 化 等 に 関 す る 法 律 （昭

和 二十三年法律第百二十二号）第二条第六項に規定する店舗型性風俗特殊営業に該当するものを除く。） とする。

（ 課税標準額の計算）

第  三 条

　
条 例 第 二 条 第 一 項 第 一 号 の 当 該 特 別 償 却 設 備 に 係 る も の と し て 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 計 算 し た 額 は 、次

の 各号に掲げる区分ごとに、それぞれ当該各号に定める算式によって計算した額とする。
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一  

　
そ の 行 う 主 た る 事 業 が 電 気 供 給 業 （電 気 事 業 法 （昭 和 三 十 九 年 法 律 第 百 七 十 号 ） 第 二 条 第 一 項 第 二 号 に 規 定 す

る 小 売 電 気 事 業 （こ れ に 準 ず る も の を 含 む 。） を 除 く 。以 下 こ の 号 に お い て 同 じ 。） 、 ガ ス 供 給 業 又 は 倉 庫 業 の 法

人 の場合

　 　　

県において当該法人に課する事業税の課税標準となるべき当該事業年度に係る所得

　 　　　

当該取得等をした特別償却設備に係る固定資産の価額

　 　　
× ―― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　 　　　

 当該特別償却設備の取得等をした者が県内に有する事務所又は事業所の固定資産の価額 （主たる事業が電気

供給業又はガス供給業の法人にあっては､ 当該固定資産の価額のうち製造業用､ 情報サービス業等用､ 農林

水産物等販売業用又は旅館業用の設備に係る固定資産の価額 ）

　
二

　
前 号以外の場合

　 　　

県において当該法人又は個人に課する事業税の課税標準となるべき当該事業年度又は当該年に係る所得

　 　　　

当該取得等をした特別償却設備に係る従業者の数

　 　　
× ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　 　　　

当該特別償却設備の取得等をした者が県内に有する事務所又は事業所の従業者の数

２  

　
鉄 道 事 業 又 は 軌 道 事 業 （以 下 「鉄 軌 道 事 業 」 と い う 。） と こ れ ら の 事 業 以 外 の 事 業 を 併 せ て 行 う 法 人 に つ い て は 、

当 該鉄軌道事業以外の事業に係る部分について前項の規定を適用する。

３  

　
第 一 項 の 固 定 資 産 の 価 額 及 び 従 業 者 の 数 並 び に 前 項 の 鉄 軌 道 事 業 以 外 の 事 業 に 係 る 部 分 の 所 得 の 算 定 に つ い て

は 、地 方 税 法 （昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 二 十 六 号 ） 第 七 十 二 条 の 四 十 八 第 四 項 か ら 第 六 項 ま で 、第 十 一 項 及 び 第

十 二項並びに第七十二条の五十四第二項に規定する事業税の分割基準及び所得の算定の例による。

（ 公害の防止に関する法令）

第  四 条

　
条 例 第 三 条 の 規 則 で 定 め る 公 害 の 防 止 に 関 す る 法 令 は 、次 に 掲 げ る と お り と す る 。た だ し 、第 十 四 号 か ら 第

二 十九号までに掲げる法令については、公害の防止に関する規定に係る部分に限るものとする。

　
一

　
自 然公園法（昭和三十二年法律第百六十一号）

　
二

　
公 害紛争処理法（昭和四十五年法律第百八号）

　
三

　
公 害防止事業費事業者負担法（昭和四十五年法律第百三十三号）

　
四

　
海 洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和四十五年法律第百三十六号）

　
五

　
廃 棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）

　
六

　
農 用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和四十五年法律第百三十九号）

　
七

　
人 の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律（昭和四十五年法律第百四十二号）

　
八

　
悪 臭防止法（昭和四十六年法律第九十一号）

　
九

　
特 定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和四十六年法律第百七号）

　
十

　
自 然環境保全法（昭和四十七年法律第八十五号）

　
十 一

　
都 市緑地法（昭和四十八年法律第七十二号）

　
十 二

　
振 動規制法（昭和五十一年法律第六十四号）

　
十 三

　
ダ イオキシン類対策特別措置法（平成十一年法律第百五号）

　
十 四

　
農 薬取締法（昭和二十三年法律第八十二号）

　
十 五

　
化 製場等に関する法律（昭和二十三年法律第百四十号）

　
十 六

　
港 則法（昭和二十三年法律第百七十四号）

　
十 七

　
漁 港漁場整備法（昭和二十五年法律第百三十七号）

　
十 八

　
港 湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）

　
十 九

　
採 石法（昭和二十五年法律第二百九十一号）

　
二 十

　
毒 物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号）

　
二 十一

　
高 圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）

　
二 十二

　
と 畜場法（昭和二十八年法律第百十四号）

　
二 十三

　
ガ ス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）

　
二 十四

　
下 水道法（昭和三十三年法律第七十九号）

　
二 十五

　
工 場立地法（昭和三十四年法律第二十四号）

　
二 十六

　
河 川法（昭和三十九年法律第百六十七号）

　
二 十七

　
電 気事業法

　
二 十八

　
砂 利採取法（昭和四十三年法律第七十四号）
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二 十九

　
石 川県漁港管理条例（昭和三十三年石川県条例第二十九号）

（ 課税免除の申請）

第  五 条

　
条 例 第 四 条 の 規 定 に よ り 課 税 免 除 の 申 請 を し よ う と す る 者 は 、次 の 各 号 に 掲 げ る 区 分 ご と に 、そ れ ぞ れ 当 該

各 号に掲げる申請書を提出しなければならない。

　
一

　
法 人の事業税

　
法 人事業税課税免除申請書（別記様式第一号）

　
二

　
個 人の事業税

　
個 人事業税課税免除申請書（別記様式第二号）

　
三

　
不 動産取得税

　
不 動産取得税課税免除申請書（別記様式第三号）

（ 課税免除の取消し）

第  六 条

　
条 例 第 五 条 の 規 定 に よ り 課 税 の 免 除 を 取 り 消 し た 場 合 に お い て は 、そ の 旨 を 別 記 様 式 第 四 号 に よ る 課 税 免 除

取 消通知書により、当該取り消された者に通知し、当該免除に係る税額を直ちに徴収するものとする。

（ 知事の権限の委任）

第 七条

　
条 例に規定する知事の権限は、県総合事務所長（県税事務所長を含む。） に委任する。

　 　　
附

　
則

（ 施行期日等）

１

　
こ の規則は、公布の日から施行し、次項及び附則第三項の規定を除き、令和三年四月一日から適用する。

（ 過疎地域自立促進のための県税の課税の特例に関する条例施行規則の廃止）

２  

　
過 疎地域自立促進のための県税の課税の特例に関する条例施行規則（ 平成十二年石川県規則第五十四号。以下「 旧

規 則」という。） は、廃止する。

（ 旧規則の廃止に伴う経過措置）

３  

　
旧 規 則 の 規 定 は 、条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ り 旧 過 疎 地 域 自 立 促 進 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 （平

成 十二年石川県条例第三十六号）の規定が効力を有する限りにおいて、なおその効力を有する。
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別記様式第１号（第５条関係）

（表）

法 人 事 業 税 課 税 免 除 申 請 書

年　　月　　日　

　　石川県　　　　　事務所長　様

所 在 地

法 人 名

代 表 者 氏 名

資本金の額等 円

法 人 番 号

　過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例第４条の規定により、次のとおり法人事

業税の課税の免除を申請します。

事 業 年 度
　　　年　　月　　日から　

確・修
　　　年　　月　　日まで　　　　

事 業 の 種 類

免除を

受けよ

うとす

る税額

区　　　　　分 課 税 標 準 税　　率 税　　　額

所

　得

　金

　額

年400万円以下の金額
円 　

――
100

円

年400万円を超え年800万円以下の

金額又は年400万円を超える金額

　
――
100

年800万円を超える金額
　
――
100

合　　　　　　　計

事業の用に供した特別償却設備に関する明細

区 分 新 設 ・ 増 設 ・ そ の 他
事業の用に

供 し た 日
年　　月　　日

所 在 地

事 務 所 又 は

事 業 所 の 名 称

事業の用に

供した日の

属 す る

事 業 年 度

年　  月　  日から

年　  月　  日まで事 業 の 種 類

減価償

却資産

の取得

価額　

種　　　　類 取　得　価　額 種　　　　類 取　得　価　額

建物及びその附属設備 円 工具・器具及び備品 円

構 築 物 船 舶 ・ 航 空 機

機 械 及 び 装 置

合　　　　計

車 両 及 び 運 搬 具

公害の防止に関する法令の規定による命令に違反

し、又は罰則の適用を受けたことの有無

有
・
無

命令に違反した日 年　　月　　日

罰則の適用を受けた日 年　　月　　日

摘　要 　
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（裏）

備考

　１　この申請書は、正副２通を提出してください。

　２　この申請書には、次に掲げる書類を２通添付してください。

　　⑴ 　事業所全体の平面見取図（この見取図には、取得等に係る建物及び機械装置並びに土地の部分を明示す

ること。）

　　⑵ 　取得等をした事業年度に係る減価償却資産の償却に関する明細書（法人税法施行規則（昭和40年大蔵省

令第12号）別表16）及び特定地域における工業用機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表の写

し

　３ 　「法人番号」欄には、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25

年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番号を記載してください。

　４ 　「事業の種類」欄には、事業の種類を具体的に、例えば「ミシン製造業」というように記載してください。なお、

２以上の事業を行う場合は、それぞれの事業を記載し、主たる事業には◎印を付けてください。

　５　「課税標準」欄には、次により算定した額を記載してください。

　　⑴ 　主たる事業が電気供給業（電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第２号に規定する小売電

気事業（これに準ずるものを含む。）を除く。以下同じ。）、ガス供給業又は倉庫業である場合にあっては、

本県において課されるべき事業税の課税標準の額（所得の階層区分により段階税率が適用される場合には、

その区分されたそれぞれの課税標準の額。⑵において同じ。）に取得等をした特別償却設備に係る固定資

産の価額を乗じ、県内に有する事務所又は事業所の固定資産の価額（電気供給業又はガス供給業の法人に

あっては、当該固定資産の価額のうち製造業用、情報サービス業等用、農林水産物等販売業用又は旅館業

用の設備に係る固定資産の価額）で除して得た額

　　⑵ 　⑴以外にあっては、本県において課されるべき事業税の課税標準の額に取得等をした特別償却設備に係

る従業者の数を乗じ、県内に有する事務所又は事業所の従業者の数で除して得た額

　６　「課税標準」欄の各欄に記載すべき金額に1,000円未満の端数があるときは、その端数を切り捨ててください。

　７ 　「公害の防止に関する法令の規定による命令に違反し、又は罰則の適用を受けたことの有無」欄は、取得

等をした事業所について、次に掲げる法令の規定による命令に違反し、又は罰則の適用を受けた場合にあっ

ては「有」を、そうでない場合にあっては「無」を○印で囲んでください。

　　 　なお、「有」を○印で囲んだ場合にあっては、その日を該当欄に記載するとともに、その根拠法令名を摘

要欄に記載してください。

　　⑴　大気汚染防止法

　　⑵　騒音規制法

　　⑶　水質汚濁防止法

　　⑷　ふるさと石川の環境を守り育てる条例

　　⑸　自然公園法

　　⑹　公害紛争処理法

　　⑺　公害防止事業費事業者負担法

　　⑻　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

　　⑼　廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　　⑽　農用地の土壌の汚染防止等に関する法律

　　⑾　人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律

　　⑿　悪臭防止法

　　⒀　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律

　　⒁　自然環境保全法

　　⒂　都市緑地法

　　⒃　振動規制法

　　⒄　ダイオキシン類対策特別措置法

　　⒅　農薬取締法
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　　⒆　化製場等に関する法律

　　⒇　港則法

　　 　漁港漁場整備法

　　 　港湾法

　　 　採石法

　　 　毒物及び劇物取締法

　　 　高圧ガス保安法

　　 　と畜場法

　　 　ガス事業法

　　 　下水道法

　　 　工場立地法

　　 　河川法

　　 　電気事業法

　　 　砂利採取法

　　 　石川県漁港管理条例
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　付表１

（表）

課 税 標 準 の 区 分 に 関 す る 明 細 書

課
税
標
準
の
総
額

所

　得

　金

　額

年400万円以下の金額 円

法　人　名
年400万円を超え年800万円以下の金額又
は年400万円を超える金額

年800万円を超える金額
適用する
区分の基準

１  従 業 者 数

２  固定資産価額計

取得
等を
した
箇所

事業の用に
供した日

事　務　所　又　は　事　業　所

区分の基準 課税標準額

名　　　　称 所　　　在　　　地

1
千円

2

3

既　　　　設

合　　　　　　　　　　　　計

事務所又は事業所の従業者数の内訳

取得
等を
した
箇所

事業年度

月別

区　分

年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

計

分割基準適用
後の事業年度
末現在の数値

1

① 　取得等をした特別償
却設備に直接従事する
従業者の数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

② 　上記①の取得等をし
た特別償却設備に係る
事務職員等（直接従事
者以外の従業者）の数

2

③ 　取得等をした特別償
却設備に直接従事する
従業者の数

④ 　上記③の取得等をし
た特別償却設備に係る
事務職員等（直接従事
者以外の従業者）の数

3

⑤ 　取得等をした特別償
却設備に直接従事する
従業者の数

⑥ 　上記⑤の取得等をし
た特別償却設備に係る
事務職員等（直接従事
者以外の従業者）の数

当該法人が県内に有する事務所
又は事業所に従事する従業者で
上記の欄に掲げる者以外の数
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（裏）

備考

　１　「課税標準の総額」欄には、本県において課される事業税の課税標準の額を記載してください。

　２　「適用する区分の基準」欄は、次による数値を記載してください。

　　⑴ 　主たる事業が電気供給業（電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第２号に規定する小売電

気事業（これに準ずるものを含む。）を除く。）、ガス供給業又は倉庫業の場合

　　　　事業年度の末日現在における有形固定資産の価額

　　⑵　⑴以外の場合

　　　 　事業年度の末日現在の当該設備に係る従業者の数。ただし、次のアからウまでに掲げる設備にあっては、

それぞれアからウまでに掲げる従業者の数（その数に１人に満たない端数を生じたときは、これを１人と

する。）とする。

　　　ア　事業年度の中途で事業の用に供した設備

事業年度の末日

現在の従業者数
×
事業の用に供した日から事業年度の末日までの月数

事業年度の月数

　　　イ　事業年度の中途で廃止された設備

廃止された月の前月

末現在の従業者数
×
廃止された日までの月数

事業年度の月数

　　　ウ　事業年度の各月の末日現在の従業者数のうち最も多い数が最も少ない数の２倍を超える設備

事業年度の各月の末日現在の従業者数を合計した数

事業年度の月数

　　　　　なお、月数の計算は、暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、１月とすること。

　３ 　「課税標準額」は、「課税標準の総額」欄の所得金額の合計額に「区分の基準」の既設の設備又は取得等を

した特別償却設備に係る数値を乗じ、合計の数値で除して算定してください。

　　 　なお、「区分の基準」が固定資産の価額であってその金額に1,000円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てて計算してください。

　４ 　「課税標準の総額」欄の各欄に記載すべき金額及び「課税標準額」欄の額に1,000円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨ててください。

　５　「事務所又は事業所の従業者数の内訳」欄は、「区分の基準」が従業者数となる場合のみ記載してください。
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　付表２

減価償却資産の取得価額等の明細書

減価償却資産の名称 取得の方法 取得年月日 取 得 価 額 耐用年数 特別償却の有無 摘　　要

・　・ 円

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

合　　　　計

主要生産品目の増加生産額内訳書

区分

品目

取得等をした特別償却設備

を事業の用に供した日以後

の生産高　　　　　　　Ａ

取得等をした特別償却設備

を事業の用に供した日前の

生産高　　　　　　　　Ｂ

増　加　生　産　高

Ａ  －  Ｂ

数　　量 金　　　額 数　　量 金　　　額 数　　量 金　　　額

円 円 円

備考

　１　個人及び資本金の額等が５千万円以下の法人にあっては、記載を要しない。

　２　旅館業又は農林水産物等販売業の用に供する設備を新・増設した場合にあっては、記載を要しない。
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別記様式第２号（第５条関係）

　（その１）

（表）

個 人 事 業 税 課 税 免 除 申 請 書

年　　月　　日　

　　石川県　　　　　事務所長　様

住　　　所

氏　　　名

　過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例第４条の規定により、次のとおり個人事

業税の課税の免除を申請します。

年　　度 年　度 所得金額の算定期間
　　　年　　　月　　　日から

　　　年　　　月　　　日まで

免除を 受けようとする税 額

所　得　金　額

（課税標準額）

円

税　　　　　率
　
――
100

税　　　　　額
円

事業の用に供した特別償却設備に関する明細

区 分 新 設 ・ 増 設 ・ そ の 他

事業の種類

所 在 地

事 務 所 又 は

事 業 所 の 名 称

事業の用に

供した日
年　　月　　日

減価償

却資産

の取得

価額　

種　　　　類 取　得　価　額 種　　　　類 取　得　価　額

建物及びその附属設備
円
工具・器具及び備品

円

構 築 物 船 舶 ・ 航 空 機

機 械 及 び 装 置

合　　　　計

車 両 及 び 運 搬 具

公害の防止に関する法令の規定による命令に違反し、

又は罰則の適用を受けたことの有無

有
・
無

命令に違反した日 年　　月　　日

罰則の適用を受けた日 年　　月　　日

摘　要 　
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（裏）

備考

　１　この申請書は、正副２通を提出してください。

　２　この申請書には、次に掲げる書類を２通添付してください。

　　⑴　別記様式第１号付表２による減価償却資産の取得価額等の明細書

　　⑵ 　事業所全体の平面見取図（この見取図には、取得等に係る建物及び機械装置並びに土地の部分を明示す

ること。）

　　⑶ 　取得等をした年に係る減価償却資産の償却に関する明細書（所得税青色申告決算書の減価償却費の計算

書）の写し

　３　「事業の種類」欄には、事業の種類を具体的に、例えば「ミシン製造業」というように記載してください。

　　　なお、２以上の事業を行う場合は、それぞれの事業を記載し、主たる事業には◎印を付けてください。

　４ 　「所得金額（課税標準額）」欄には、本県において課されるべき事業税の課税標準の額に取得等をした特別

償却設備に係る従業者の数を乗じ、県内に有する事務所又は事業所の従業者の数で除して得た数を記載して

ください。この場合において、課税標準の額に1,000円未満の端数があるときは、その端数を切り捨ててくだ

さい。

　５ 　「公害の防止に関する法令の規定による命令に違反し、又は罰則の適用を受けたことの有無」欄は、取得

等をした事業所について、次に掲げる法令の規定による命令に違反し、又は罰則の適用を受けた場合にあっ

ては「有」を、そうでない場合にあっては「無」を○印で囲んでください。

　　 　なお、「有」を○印で囲んだ場合にあっては、その日を該当欄に記載するとともに、その根拠法令名を摘

要欄に記載してください。

　　⑴　大気汚染防止法

　　⑵　騒音規制法

　　⑶　水質汚濁防止法

　　⑷　ふるさと石川の環境を守り育てる条例

　　⑸　自然公園法

　　⑹　公害紛争処理法

　　⑺　公害防止事業費事業者負担法

　　⑻　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

　　⑼　廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　　⑽　農用地の土壌の汚染防止等に関する法律

　　⑾　人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律

　　⑿　悪臭防止法

　　⒀　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律

　　⒁　自然環境保全法

　　⒂　都市緑地法

　　⒃　振動規制法

　　⒄　ダイオキシン類対策特別措置法

　　⒅　農薬取締法

　　⒆　化製場等に関する法律

　　⒇　港則法

　　 　漁港漁場整備法

　　 　港湾法

　　 　採石法

　　 　毒物及び劇物取締法

　　 　高圧ガス保安法

　　 　と畜場法

　　 　ガス事業法

　　 　下水道法

　　 　工場立地法

　　 　河川法

　　 　電気事業法

　　 　砂利採取法

　　 　石川県漁港管理条例
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　付表

（表）

課 税 標 準 の 区 分 に 関 す る 明 細 書

所得金額の総額 円 氏　　名

取得

等を

した

箇所

事業の用に

供した日

事　務　所　又　は　事　業　所

従業者数 所　得　金　額

名　　　　称 所　　　在　　　地

1
人 円

2

3

既　　　　設

合　　　　　　　　　　　　計

事務所又は事業所の従業者数の内訳

取得

等を

した

箇所

月　別

区　分
月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

計

分割基準適用

後の事業年度

末現在の数値

1

① 　取得等をした特別償

却設備に直接従事する

従業者の数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

② 　上記①の取得等をし

た特別償却設備に係る

事務職員等（直接従事

者以外の従業者）の数

2

③ 　取得等をした特別償

却設備に直接従事する

従業者の数

④ 　上記③の取得等をし

た特別償却設備に係る

事務職員等（直接従事

者以外の従業者）の数

3

⑤ 　取得等をした特別償

却設備に直接従事する

従業者の数

⑥ 　上記⑤の取得等をし

た特別償却設備に係る

事務職員等（直接従事

者以外の従業者）の数

当該個人が県内に有する事務所

又は事業所に従事する従業者で

上記の欄に掲げる者以外の数
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（裏）

備考

　１　「所得金額の総額」欄には、本県において課される事業税の課税標準となる所得金額を記載してください。

　２ 　「従業者数」欄には、所得金額の算定期間（以下「算定期間」という。）の末日現在における当該設備に係

る従業者の数を記載してください。ただし、次のアからウまでに掲げる設備にあっては、それぞれアからウ

までに掲げる従業者の数（その数に１人に満たない端数を生じたときは、これを１人とする。）を記載して

ください。

　　ア　算定期間の中途で事業の用に供した設備

算定期間の末日

現在の従業者数
×
事業の用に供した日から算定期間の末日までの月数

算定期間の月数

　　イ　算定期間の中途で廃止された設備

廃止された月の前月

末現在の従業者数
×
廃止された日までの月数

算定期間の月数

　　ウ　算定期間の各月の末日現在の従業者数のうち最も多い数が最も少ない数の２倍を超える設備

算定期間の各月の末日現在の従業者数を合計した数

算定期間の月数

　　　　なお、月数の計算は、暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、１月とすること。

　３ 　「所得金額」欄には、所得金額の総額に既設の設備又は取得等をした特別償却設備に係る従業者数を乗じ、

合計の従業者数で除して得た額を記載してください。この場合において、所得金額に1,000円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨ててください。
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　（その２）

個 人 事 業 税 課 税 免 除 申 請 書

年　　月　　日　

　　石川県　　　　　事務所長　様

住　　　所

氏　　　名

　過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例第４条の規定により、次のとおり個人事

業税の課税の免除を申請します。

年　　度 年　度
所 得 金 額 の

算　定　期　間

　　　年　　　月　　　日から

　　　年　　　月　　　日まで

免 除 を 受 け よ う と す る 税 額

所　得　金　額

（課税標準額）

円

税　　　　　率
　
――
100

税　　　　　額
円

事 務 所 又 は

事業所の所在地
事業の種類

自　家　労　力　等　に　関　す　る　明　細

事業主及び

その同居の

親　　　族

氏　　　　名
事業主との

続　き　柄

事業に従事

した日数
延べ労働

日数（㋩）

の
１
―
２
　　

事業主及び

その同居の

親族の延べ

労働日数　

（㋑）

延べ労働

日数（㋩）

の
１
―
３
　　

Ⓐ Ⓑ Ⓒ

日 日 日

　　　計　　㋑

上記以外の者が事業に従事した日数　　㋺

Ⓐ≧Ⓑ＞Ⓒ

　　　　合　　　　計　　　　㋑＋㋺　㋩

摘　要

備考

　１　この申請書は、正副２通を提出してください。

　２ 　「所得金額（課税標準額）」欄に記載すべき金額に1,000円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨ててください。
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別記様式第３号（第５条関係）

（表）

不 動 産 取 得 税 課 税 免 除 申 請 書

年　　月　　日　

　　石川県　　　　　事務所長　様

住　　　 所

氏名又は名称

資本金の額等 円

　過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例第４条の規定により、次の不動産の取得

に対する不動産取得税の課税の免除を申請します。

家

　
　
　屋

所　　　在
家屋

番号
種類 構造

建て床

面　積

延べ床

面　積

建設着手

年 月 日

取得の

方　法

取　得

年月日
取得価額

m
2

m
2

・　・ ・　・ 円

・　・ ・　・

・　・ ・　・

土

　
　
　地

所　　　在 地番 地目 地積
取得の

方　法

取　得

年月日
取得価額 摘　　　　　　要

m
2

・　・ 円

・　・

・　・

事業の用に供した特別償却設備に関する明細

区 分 新 設 ・ 増 設 ・ そ の 他
事 業 の 用 に

供 し た 日
年　　月　　日

所 在 地

事 務 所 又 は

事 業 所 の 名 称
事 業 の 用 に

供 し た 日 の

属 す る 事 業

年 度 又 は 年

年　  月　  日から

年　  月　  日まで
事 業 の 種 類

減価償

却資産

の取得

価額　

種　　　　類 取　得　価　額 種　　　　類 取　得　価　額

建物及びその附属設備 円 工具・器具及び備品 円

構 築 物 船 舶 ・ 航 空 機

機 械 及 び 装 置

合　　　　計

車 両 及 び 運 搬 具

公害の防止に関する法令の規定による命令に違反

し、又は罰則の適用を受けたことの有無

有
・
無

命 令 に 違 反 し た 日 年　　月　　日

罰則の適用を受けた日 年　　月　　日

摘　要
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（裏）

備考

　１　この申請書は、正副２通を提出してください。

　２　この申請書には、次に掲げる書類を２通添付してください。

　　⑴　別記様式第１号付表２による減価償却資産の取得価額等の明細書及び主要生産品目の増加生産額内訳書

　　⑵ 　事業所全体の平面見取図（この見取図には、取得等に係る建物及び機械装置並びに土地の部分を明示す

ること。）

　　⑶ 　取得等をした事業年度又は年に係る減価償却資産の償却に関する明細書（法人にあっては法人税法施行

規則（昭和40年大蔵省令第12号）別表16及び特定地域における工業用機械等の特別償却の償却限度額の計

算に関する付表、個人にあっては所得税青色申告決算書の減価償却費の計算書）の写し

　３ 　「公害の防止に関する法令の規定による命令に違反し、又は罰則の適用を受けたことの有無」欄は、取得

等をした事業所について、次に掲げる法令の規定による命令に違反し、又は罰則の適用を受けた場合にあっ

ては「有」を、そうでない場合にあっては「無」を○印で囲んでください。

　　 　なお、「有」を○印で囲んだ場合にあっては、その日を該当欄に記載するとともに、その根拠法令名を摘

要欄に記載してください。

　　⑴　大気汚染防止法

　　⑵　騒音規制法

　　⑶　水質汚濁防止法

　　⑷　ふるさと石川の環境を守り育てる条例

　　⑸　自然公園法

　　⑹　公害紛争処理法

　　⑺　公害防止事業費事業者負担法

　　⑻　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

　　⑼　廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　　⑽　農用地の土壌の汚染防止等に関する法律

　　⑾　人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律

　　⑿　悪臭防止法

　　⒀　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律

　　⒁　自然環境保全法

　　⒂　都市緑地法

　　⒃　振動規制法

　　⒄　ダイオキシン類対策特別措置法

　　⒅　農薬取締法

　　⒆　化製場等に関する法律

　　⒇　港則法

　　 　漁港漁場整備法

　　 　港湾法

　　 　採石法

　　 　毒物及び劇物取締法

　　 　高圧ガス保安法

　　 　と畜場法

　　 　ガス事業法

　　 　下水道法

　　 　工場立地法

　　 　河川法

　　 　電気事業法

　　 　砂利採取法

　　 　石川県漁港管理条例
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別記様式第４号（第６条関係）

課 税 免 除 取 消 通 知 書

第　　　　　号　

年　　月　　日　

　　住　　　　所

　　氏名又は名称

石　川　県　知　事　　　　　　　　　　
印
　

石川県　　事務所長　　　　　　　　　　　　

　過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例第５条の規定により、次のとおり課税免

除を取り消したので、通知します。

年度又は事業年度 税　　　　　　目 免除を取り消した税額

円

取消しの理由

備考

　１ 　この取消処分について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内に 

知事に対して審査請求をすることができます。審査請求書は、
正 副 ２ 通 を 作 成 し 、 な る べ く

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なるべく課税地を所管する県総合（県税）
　　当　所

を経由して提出してください。
　　事務所

　２ 　処分の取消しの訴えは、上記審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に係る裁決の送達

を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内に、県を被告として（知事が、被告の代表者となります。）

提起することができます。ただし、

　　①　審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき、

　　②　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、

　　③　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき

　　は、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。
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石川県訓令第８号

 総　務　部　税　務　課　

 県　総　合　事　務　所　

 県　税　事　務　所　

　石川県税事務取扱規程（昭和32年石川県訓令甲第６号）の一部を次のように改正する。

　　令和３年７月５日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

　第23号様式中「殿」を「様」に改め、「㊞」を削る。

　　　附　則

（施行期日）

１　この訓令は、公表の日から施行する。

（経過措置）

２ 　この訓令による改正前の石川県税事務取扱規程に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、所要の調整をして使

用することができる。

石川県訓令第９号

 総　務　部　税　務　課　

 県　総　合　事　務　所　

 県　税　事　務　所　

　石川県税犯則事件事務取扱規程（平成30年石川県訓令第６号）の一部を次のように改正する。

　　令和３年７月５日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

　第５号様式中「氏名　　　㊞」を「氏名　　　　」に改める。

　第６号様式、第９号様式及び第12号様式中「㊞」を削る。

　第17号様式中「氏名又は名称　　　㊞」を「氏名又は名称　　　　」に改める。

　第28号様式中「㊞」を削る。

　　　附　則

（施行期日）

１　この訓令は、公表の日から施行する。

（経過措置）

２ 　この訓令による改正前の石川県税犯則事件事務取扱規程に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、所要の調整

をして使用することができる。

（１箇月2,350円送料とも） 発行人　〒920-8580　石川県金沢市鞍月１丁目１番地　　石　川　県

印刷所　〒921-8178　石川県金沢市寺地１丁目14番５号　㈲プランニング・エージ　TEL（076）274-2225

訓　　　　　　　　令


